
1. はじめに

　行政不服審査制度に関する一般法である行政不服審査法は，平成 26 年に

全面的に改正され(1)，平成 28 年 4 月のその施行から 7年あまりが経過した。

新法では，行政不服審査手続の公正性の確保のために，審査庁により指名さ

れる審理員による審理手続と，第三者機関である行政不服審査会等(2)への諮

問手続が，いわばА標準装備Бとして導入された。審査庁による諮問を受け

て行われる行政不服審査会等の答申は，審査請求人等に送付されるだけでな

く，その内容の公表が義務付けられている（行審法 79 条）。国の行政不服審

査会の場合，令和 4年度まで，すなわち令和 5年 3月 31 日までに行われ，

したがって公表されている答申は 503 件に及ぶ。

　筆者は，令和元年 7月に開催された第 19 回行政法研究フォーラムにおい
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　行政不服審査制度の現状と課題
Ё制度発足後 7年間の国の行政不服審査会答申を素材とした状況分析（1)

大　江　裕　幸

(1) 改正直後の時点での筆者による新法の解説，検討として，大江裕幸А行政不服
審査法・行政手続法の改正をめぐってБ法学教室 412 号（2015 年）47 頁以下
がある。また，А平成時代における行政通則法の整備Бという観点から同改正
の経緯および意義について検討を加えたものとして，大江裕幸А行政不服審査
法制の整備┡平成時代における行政通則法の整備の一断面Б行政法研究 30 号
（2019 年）103 頁以下がある。

(2) 行政不服審査法は，67 条に基づき総務省に設置された国のА行政不服審査会Б
と 81 条 1 項または 2項に基づくこれに相当する地方公共団体の機関（А行政不
服審査会Бという名称が用いられることが一般的である）をあわせてА行政不
服審査会等Бとしている（43 条 1 項 4 号参照）。
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て，А国における新行政不服審査制度の課題と展望Бというテーマで報告の

機会を与えられ，制度発足から 3年 3か月ほど経過した当時の 172 件の答申

と公表されていた一部の裁決を素材に若干の検討を加えたことがある(3)。当

然ながら，行政不服審査制度は国のみならず地方公共団体でも運用されてお

り，国だけを取り上げるとしても国の行政不服審査会への諮問が義務付けら

れる場合は相当程度限定されていて(4)，国の行政不服審査会の答申は行政不

服審査制度の運用のごく一部を占めるにすぎない。とはいえ，この経験を通

じて，制度の運用状況とその課題を看取するための素材として，国の行政不

服審査会の答申はその典型を体現するものとして有益なものであり，継続的

な検討が必要かつ有意義であると考えるに至った(5)。

　本稿は，以上の観点から，制度発足後 7年間，計 503 件の国の行政不服審

査会答申を素材として，改めて行政不服審査制度の現状と課題について状況

分析を行うことを目的とするものである。以下，А2. 運用の概況Бでは，ま

ず，国においていかなる類型の処分について行政不服審査会への諮問・答申

(3) その記録として，大江裕幸А国における行政不服審査法の運用上の課題と展
望Б行政法研究 38 号（2021 年）1頁以下がある（以下，А運用上の課題と展
望Бと略記する）。

(4) この点について，前掲А運用上の課題と展望Б2 頁参照。
(5) 国の行政不服審査会答申の研究の必要性と意義について，特集А行政不服審査

会答申を読み解くБ論究ジュリスト 32 号（2020 年）における大橋洋一А行政
不服審査会答申の法学研究の必要性と意義Б（90 頁以下）および大橋洋一
АА行政不服審査会答申研究Бを開始するにあたってБ論究ジュリスト 36 号
（2021 年）248 頁も参照。論究ジュリスト 32 号の特集では 6件の答申の解説
が，36 号以下では毎号 2件の答申の解説が掲載されている。筆者が担当した
ものとして，大江裕幸А行政手続法 7条を処分理由とすることの当否Б論究ジ
ュリスト 38 号（2022 年）244 頁以下があり，一般旅券発給拒否処分に係る令
和 3年度答申第 46 号について検討を加えている。

　　　　なお，当然ながら，国の行政不服審査会答申の研究の必要性と意義を説くこ
とは，地方公共団体の答申等の研究の必要性と意義を否定するものではない。
この点，特集А行政不服審査法の意義と課題Б行政法研究 49 号（2023 年）67
頁以下に掲載されている各論考は，国の答申を一部含みつつ，地方公共団体の
答申等を広く視野に収めた検討として貴重なものである。
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を伴う審査請求が行われており，答申でどのような結論が提示されているの

か，表に整理して全体像を提示する（А2. 1. 諮問・答申の対象たる処分，処分

庁，審査庁等Б）。また，行政不服審査法は，А迅速な手続Бであることも法目

的に掲げているところ（行審法 1条），この目的がどの程度実現されているか

検討するために，答申に至るまでの審査請求の処理に要している期間を確認

する。А3. 行政不服審査制度の運用状況についての諸問題と若干の検討Бで

は，新法施行前から想定されていたものや新法の施行により顕在化したもの

など，行政不服審査制度の運用上の問題を取り上げ，注目される答申を紹介

した上で，必要に応じて若干の検討を加える。最後に，これらの検討から得

られた成果に基づき，行政不服審査制度の現状と課題を提示する。

2. 運用の概況

　まず，令和 4年度までの国の行政不服審査会の答申 503 件について，年度

別に整理すると下記の表 1のようになる。施行 3年目である平成 30 年度以

降は毎年度 100 件弱の件数となっており，特段の事情がない限り今後も同様

に推移することが予想される。

2. 1. 諮問・答申の対象たる処分，処分庁，審査庁等

　行政不服審査法は，行政不服審査制度についての一般法ではあるが，全部

または一部の適用除外や特例が多く，同法に基づく審査請求がされても行政

不服審査会等への諮問が行われない類型の処分が非常に多い。そこで，まず

は，国において実際に行政不服審査会の諮問・答申の対象となっている処分

【表 1】

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度・

令和元年度(6)
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

6 50 90 95 97 82 83

(6) 平成 31 年度（同年 4月 30 日まで）は 3件で，令和元年度（5月 1日以降）に
出された答申は平成 31 年度分からの連続した答申番号となっている。

行政不服審査制度の現状と課題
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について，処分名，処分の根拠法，処分庁，審査庁等に即して整理し，全体

の状況を確認することが有益であろう。

　国の行政不服審査会の答申は，同審査会のホームページ(7)および総務省が

運営するА行政不服審査裁決・答申検索データベース(8)Бにおいて公表され

ている。また，同審査会ホームページでは，А年度別活動状況Бが取りまと

められており，年度ごとに新規諮問事件の審査庁（行政機関単位）別件数な

どが整理され，令和 2年度分以降については審査庁の判断を妥当でないとし

た答申や，答申における付言等も紹介されている。もっとも，全体の状況を

把握するためにはА年度別活動状況Бだけでは必ずしも十分ではないと考え

られる。そこで，上記А行政不服審査裁決・答申検索データベースБを利用し

て，そこで用いられているА処分根拠法令Б，┴答申情報Бにおける審査庁名，

事件名等を基礎としつつ，必要に応じて補正を加え，審査庁・処分庁，根拠

法，処分名に即して，処分単位で独自に整理を行ったものが表 2である(9)。

【表 2】

審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

内閣総

理大臣

警察本部長 児童手当法 7条 1項等 児童手当受給資格消滅処分 1 棄却諮問妥当 1

内閣総

理大臣

教育委員会

教育長

児童手当法 7条 1項等 児童手当認定処分 1 棄却諮問妥当 1

宮内庁

長官

宮内庁長官 国家公務員退職手当法 12

条 1 項

退職手当支給制限処分 1 棄却諮問妥当 1

消費者

庁長官

消費者庁長

官

不当景品類及び不当表示防

止法 7条 1項

不当景品類及び不当表示防

止法 7条 1項に基づく措置

命令

5 棄却諮問妥当 5

(7) https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/fufukushinsa/index.html
(8) https://fufukudb.search.soumu.go.jp/koukai/Main
(9) ただし，国家公務員退職手当法に基づく退職手当支給制限処分等，処分として

は同一類型であるものの，審査庁が異なるものについては，審査庁ごとに整理
してある。便宜上，内閣官房のホームページに掲示されているА行政機構図Б
（https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/satei_01_05.html）に
依拠して，審査庁ごとに件数の多いものから順に配列している。
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審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

消費者

庁長官

消費者庁長

官

特定商取引に関する法律 8

条 1項等

特定商取引に関する法律 8

条 1項に基づく業務停止命

令等及び各指示

2 棄却諮問妥当 2（うち 1

件は一部却下相当）

消費者

庁長官

消費者庁長

官

不当景品類及び不当表示防

止法 8条 1項

不当景品類及び不当表示防

止法 8条 1項に基づく課徴

金納付命令

2 棄却諮問妥当 1

棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

消費者

庁長官

消費者庁長

官

特定商取引に関する法律 7

条 1項

特定商取引に関する法律 7

条 1項に基づく指示

1 棄却諮問妥当 1

消費者

庁長官

経済産業局

長

特定商取引に関する法律

38 条 1 項

特定商取引に関する法律

38 条 1 項に基づく指示

1 棄却諮問妥当 1

消費者

庁長官

消費者庁長

官

特定商取引に関する法律

38 条 1 項

連鎖販売取引に係る取引等

停止命令等

1 棄却諮問妥当（一部調査

審議省略（却下諮問妥

当））1

消費者

庁長官

消費者庁長

官

特定商取引に関する法律

39 条の 2第 1項

連鎖販売取引に係る業務禁

止命令

1 調査審議省略（却下諮問

妥当）1

消費者

庁長官

消費者庁長

官

特定商取引に関する法律

66 条 1 項

特定商取引に関する法律

66 条 1 項に基づく報告の

徴収

1 棄却諮問妥当 1

総務大

臣

日本行政書

士会連合会

行政書士法 6条の 2第 1項

等

行政書士登録拒否処分等 1 棄却諮問妥当（一部却下

相当）1

法務大

臣

法務局長等 戸籍法 48 条 2 項 各種届出書の記載事項証明

書交付請求に対する不交付

決定

3 棄却諮問妥当 3

法務大

臣

地方法務局

長

司法書士法 47 条 司法書士に対する懲戒処分 2 棄却諮問妥当 2

法務大

臣

保護観察所

長

更生保護法 56 条 生活行動指針の設定 1 棄却諮問妥当 1

法務大

臣

法務大臣 外国弁護士による法律事務

の取扱いに関する特別措置

法 9条 1項

外国法事務弁護士となる資

格の承認申請不承認処分

1 棄却諮問妥当 1

法務大

臣

高等検察庁

検事長

国家公務員退職手当法 12

条 1 項

退職手当支給制限処分 1 棄却諮問妥当 1

法務大

臣・厚

生労働

大臣

法務大臣・

厚生労働大

臣

外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護

に関する法律 37 条等

外国人の技能実習に係る監

理団体の許可取消処分等

2 棄却諮問妥当 2

法務大

臣・厚

生労働

大臣

法務大臣・

厚生労働大

臣

外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護

に関する法律 23 条

外国人の技能実習に係る監

理団体の許可申請不許可処

分

1 棄却諮問妥当 1

出入国

在留管

理庁長

官

出入国在留

管理庁長官

出入国管理及び難民認定法

19 条の 24

登録支援機関の登録拒否処

分

1 棄却諮問不妥当 1

行政不服審査制度の現状と課題
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審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

外務大

臣

外務大臣 旅券法 13 条等 一般旅券発給申請拒否処分 5 棄却諮問妥当 5

外務大

臣

外務大臣 旅券法 13 条等 限定旅券発給処分 2 棄却諮問妥当 2

外務大

臣

外務大臣 旅券法 19 条等 一般旅券発給処分（旧旅券

の失効，新旅券の返納を命

じないこと）

1 棄却諮問妥当（一部諮問

不要（却下相当））1

外務大

臣

外務大臣 国際的な子の奪取の民事上

の側面に関する条約の実施

に関する法律 4条 2項

外国返還援助申請却下処分 1 棄却諮問妥当 1

外務大

臣

外務大臣 国家公務員退職手当法 12

条 1 項

退職手当支給制限処分 1 棄却諮問不妥当 1

財務大

臣

財務局長 たばこ事業法 22 条 1 項 製造たばこの小売販売業の

許可処分

4 棄却諮問妥当 4

財務大

臣

財務局長 たばこ事業法 22 条 1 項 製造たばこの小売販売業の

不許可処分

1 棄却諮問妥当 1

国税庁

長官

国税庁長官 国家公務員退職手当法 12

条 1 項

退職手当支給制限処分 2 棄却諮問妥当 2

国税庁

長官

国税庁長官 法人税法 18 条 1 項等 法人税及び消費税の納税地

指定処分

1 棄却諮問妥当 1

文部科

学大臣

教育委員会 高等学校等就学支援金の支

給に関する法律 4条等

高等学校等就学支援金受給

資格消滅処分

3 棄却諮問妥当 3

文部科

学大臣

知事 高等学校等就学支援金の支

給に関する法律 4条

高等学校等就学支援金受給

資格却下処分

1 棄却諮問不妥当 1

文部科

学大臣

教育委員会 高等学校等就学支援金の支

給に関する法律 4条

高等学校等就学支援金受給

資格不認定処分

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

知事 戦没者等の遺族に対する特

別弔慰金支給法 4条

戦没者等の遺族に対する特

別弔慰金請求却下処分

50 棄却諮問妥当 36

棄却諮問不妥当 8（うち

取消妥当 3）

調査審議省略（認容裁決

相当）6

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

労働者災害補償保険法 29

条 1 項

社会復帰促進等事業として

のアフターケアに係る健康

管理手帳の不交付決定

26 棄却諮問妥当 24

棄却諮問不妥当 2（うち

取消妥当 1）

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

労働者災害補償保険法 29

条 1 項

社会復帰促進等事業として

の労災就学（等）援護費不

支給決定

23 棄却諮問妥当 23

厚生労

働大臣

公共職業安

定所長

職業訓練の実施等による特

定求職者の就職の支援に関

する法律 7条 1項

職業訓練受講給付金不支給

決定

21 棄却諮問妥当 19

棄却諮問不妥当（取消妥

当）2
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審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

賃金の支払の確保等に関す

る法律 7条

立替払事業に係る未払賃金

額等の確認申請に対する不

確認処分

20 棄却諮問妥当 10

棄却諮問不妥当 2（うち

1件は取消妥当）

取消諮問妥当 8（うち 3

件は検討要求，1件は手

続不適正，1件は処分理

由不十分）

厚生労

働大臣

知事 原子爆弾被爆者に対する援

護に関する法律 2条 1項等

被爆者健康手帳の交付申請

却下処分

19 棄却諮問妥当 15

調査審議省略（認容裁決

相当）4

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

賃金の支払の確保等に関す

る法律 7条

未払賃金の立替払事業に係

る事業主についての不認定

処分

17 棄却諮問妥当 14（うち 1

件は一部審査請求要件不

充足）

棄却諮問不妥当 3

厚生労

働大臣

知事 原子爆弾被爆者に対する援

護に関する法律 24 条 1 項

等

医療特別手当の失権処分 15 棄却諮問妥当 13

棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

調査審議省略（認容裁決

相当）1

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関す

る法律 13 条

特定中国残留邦人等に対す

る一時金支給申請却下処分

14 棄却諮問妥当 14

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

賃金の支払の確保等に関す

る法律 7条

立替払事業に係る未払賃金

額等の確認申請に対する確

認処分

14 棄却諮問妥当 5

棄却諮問不妥当 2

取消諮問妥当 6（うち 1

件は検討要求）

訂正後取消諮問妥当 1

厚生労

働大臣

労働局長 労働者災害補償保険法 31

条 1 項

労働者災害補償保険法 31

条 1 項に基づく費用徴収決

12 棄却諮問妥当 11

棄却諮問不妥当 1

厚生労

働大臣

労働局長 労働基準法 12 条 8 項 平均賃金決定処分 11 棄却諮問妥当 7

棄却諮問不妥当 4（うち

取消妥当 2）

厚生労

働大臣

知事 精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律 29 条 1 項

精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律 29 条 1 項

に基づく入院措置

9 棄却諮問妥当 3

棄却諮問結論妥当 4

棄却諮問不妥当（再度諮

問要求）2

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

中小企業退職金共済法 10

条 5 項

退職金減額認定処分 7 棄却諮問妥当 4

棄却諮問不妥当 3（うち

取消妥当 1）

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

労働者災害補償保険法 29

条 1 項 1 号

社会復帰促進等事業として

のアフターケアに係る通院

費の不交付決定

6 棄却諮問妥当 5

棄却諮問不妥当 1

行政不服審査制度の現状と課題
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審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

厚生労

働大臣

労働局労働

保険特別会

計歳入徴収

官

労働保険の保険料の徴収等

に関する法律 19 条 4 項

労働保険料の認定決定 6 棄却諮問妥当 6（うち 1

件は一部却下諮問妥当，

1件は一部却下相当）

厚生労

働大臣

独立行政法

人高齢・障

害・求職者

雇用支援機

構

障害者の雇用の促進等に関

する法律 59 条等

徴収金の督促・滞納処分 4 棄却諮問妥当 4

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

労働者災害補償保険法 29

条 1 項

社会復帰促進等事業として

の義肢等補装具費支給に係

る購入（等）費用支給の不

承認決定

4 棄却諮問妥当 3

棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

厚生労

働大臣

労働局長 最低賃金法 7条 最低賃金の減額の特例不許

可処分

3 棄却諮問妥当 2

棄却諮問不妥当 1

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律 17

条 1 項

働き方改革推進支援助成金

交付決定取消処分

3 棄却諮問不妥当 3

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

中小企業退職金共済法 10

条 5 項

退職金減額不認定処分 2 棄却諮問妥当 1

棄却諮問不妥当 1

厚生労

働大臣

労働局長 補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律 17

条 1 項

中小企業最低賃金引上げ支

援対策費補助金交付決定取

消処分

2 棄却諮問不妥当 2

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

労働基準法 41 条 3 号 労働時間等に関する規定の

適用除外不許可処分

2 棄却諮問妥当 1

棄却諮問不妥当 1

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の

保護等に関する法律等の一

部を改正する法律附則 6条

4項

特定労働者派遣事業の廃止

命令

2 棄却諮問妥当 2

厚生労

働大臣

知事 原子爆弾被爆者に対する援

護に関する法律 27 条 1 項

健康管理手当の不認定処分 1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

再生医療等の安全性の確保

等に関する法律 22 条

再生医療等の安全性の確保

等に関する法律 22 条に基

づく緊急命令

1 棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

事業附属寄宿舎規程 36 条

1 項

事業附属寄宿舎規程 36 条

1 項に基づく適用特例不許

可処分

1 棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

社会保険労務士法 25 条の

3

社会保険労務士に対する懲

戒処分

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

公共職業安

定所長

障害者の雇用の促進等に関

する法律 46 条 1 項

対象障害者の雇入れに関す

る計画の作成命令

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

障害者の雇用の促進等に関

する法律 50 条 1 項

障害者雇用調整金の返還決

定

1 棄却諮問妥当 1
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審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

厚生労

働大臣

独立行政法

人高齢・障

害・求職者

雇用支援機

構

障害者の雇用の促進等に関

する法律 50 条 1 項

障害者雇用調整金の不支給

決定等

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

知事 生活保護法 51 条 2 項 8 号 生活保護法に基づく指定介

護機関の指定取消処分

1 棄却諮問不妥当 1

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

賃金の支払の確保等に関す

る法律 7条

立替払事業に係る未払賃金

額等の確認取消処分及び返

還命令

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

労働基準法 104 条の 2第 1

項

労働基準法 104 条の 2第 1

項に基づく報告命令

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

労働局長 労働者災害補償保険法 12

条の 3第 1項

労働者災害補償保険法 12

条の 3第 1項に基づく費用

徴収決定

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

労働基準監

督署長

労働者災害補償保険法 29

条 1 項

社会復帰促進等事業として

の労災はり・きゅう施術特

別援護措置の不承認決定

1 棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

厚生労

働大臣

厚生労働大

臣

労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の

保護等に関する法律 10 条

3 項

労働者派遣事業の許可有効

期間不更新処分

1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

労働局労働

保険特別会

計歳入徴収

官

労働保険の保険料の徴収等

に関する法律 20 条 1 項

改定確定保険料決定 1 棄却諮問妥当 1

厚生労

働大臣

労働局労働

保険特別会

計歳入徴収

官

労働保険の保険料の徴収等

に関する法律 27 条 3 項

一般拠出金の徴収のための

差押処分

1 棄却諮問妥当 1

農林水

産大臣

知事 漁業法 65 条 1 項（当時）

等・都道府県漁業調整規則

漁業等の許可等 4 棄却諮問妥当 2

棄却諮問不妥当 2（うち

一件は一部不妥当（付款

部分取消妥当））

農林水

産大臣

知事 漁業法 131 条 1 項・都道府

県漁業調整規則

停泊命令 2 棄却諮問妥当 2

農林水

産大臣

農林水産大

臣

国家公務員退職手当法 12

条 1 項

退職手当支給制限処分 2 棄却諮問妥当 1

棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

農林水

産大臣

農林水産大

臣

森林法 27 条 1 項 保安林の指定の不解除処分 1 棄却諮問妥当 1

農林水

産大臣

農林水産大

臣

特定農林水産物等の名称の

保護に関する法律 6条

特定農林水産物等の登録 1 棄却諮問不妥当 1
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審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

農林水

産大臣

農林水産大

臣

平成 29 年法律第 60 号附則

5条

平成 29 年法律第 60 号附則

5条に基づく申請拒否処分

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

独立行政法

人日本高速

道路保有・

債務返済機

構

道路法 47 条の 4（14）第 1

項

※令和 2年改正（令和 4年

施行）による繰り下げ

道路法 47 条の 4（14）第 1

項に基づく措置命令

18 棄却諮問妥当 17

棄却諮問不妥当 1

国土交

通大臣

地方整備局

長，高速道

路公社等

道路法 58 条 1 項 道路損傷等行為に係る原因

者負担金負担命令

8 棄却諮問妥当 8

国土交

通大臣

地方整備局

長

河川法 24 条等 河川区域内の土地の占用許

可処分等

2 棄却諮問妥当 1

棄却諮問不妥当（却下の

可能性未検討）1

国土交

通大臣

国土交通大

臣

河川法 67 条 河川法 67 条に基づく原因

者負担金負担命令

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

知事 行政代執行法 3条 1項（河

川法 75 条 1 項）

行政代執行法 3条 1項に基

づく戒告

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

地方整備局

長

行政代執行法 5条（土地収

用法 102 条の 2第 2項）

行政代執行法 5条に基づく

費用納付命令

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

地方整備局

長

建築基準法 77 条の 62 第 2

項

建築基準適合判定資格者に

対する業務禁止処分

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

航空局長 国有財産法 18 条 6 項 行政財産の使用料決定 1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

運輸局長 タクシー業務適正化特別措

置法 37 条 8 項

一般乗用旅客自動車運送事

業の許可取消処分

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

軽自動車検

査協会

道路運送車両法 71 条の 2 限定自動車検査証の交付等 1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

運輸局長 道路運送法 8条 4項 一般貸切旅客自動車運送事

業の更新不許可処分

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

運輸局長 道路運送法 15 条 1 項 一般乗合旅客自動車運送事

業の事業計画変更認可申請

却下処分

1 棄却諮問妥当 1

国土交

通大臣

独立行政法

人日本高速

道路保有・

債務返済機

構

道路整備特別措置法第 45

条 4 項

道路損傷等行為に係る原因

者負担金の督促処分

1 棄却諮問妥当 1

経済産

業大臣

経済産業大

臣

電気事業者による再生可能

エネルギー電気の調達に関

する特別措置法 15 条

再生可能エネルギー発電事

業計画の認定取消処分

2 棄却諮問妥当 1

棄却諮問不妥当 1

経済産

業大臣

経済産業大

臣

電気事業者による再生可能

エネルギー電気の調達に関

する特別措置法 6条 1項

再生可能エネルギー発電設

備を用いた発電の認定取消

処分

2 棄却諮問妥当 2（うち 1

件は一部却下相当）
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審査庁 処分庁 根拠法 処分名 件数 答申の結論

経済産

業大臣

経済産業局

長

鉱業法 55 条 5 項 鉱業権取消処分 1 棄却諮問妥当 1

経済産

業大臣

経済産業局

長

鉱業法 139 条 3 号 試掘権設定願却下処分 1 棄却諮問妥当 1

環境大

臣

知事 廃棄物の処理及び清掃に関

する法律第 14 条の 3の 2

第 1項等

産業廃棄物収集運搬業許可

取消処分

3 棄却諮問妥当 2

棄却諮問不妥当 1

環境大

臣

知事 廃棄物の処理及び清掃に関

する法律 14 条 1 項

産業廃棄物収集運搬業不許

可処分

2 棄却諮問妥当 1

棄却諮問妥当（一部調査

審議不要）1

環境大

臣

知事 廃棄物処理法 15 条 産業廃棄物処理施設設置不

許可処分

1 棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

環境大

臣

知事 廃棄物の処理及び清掃に関

する法律 19 条の 5第 1項

廃棄物の処理及び清掃に関

する法律 19 条の 5第 1項

に基づく措置命令

1 棄却諮問妥当 1

防衛大

臣

防衛大臣，

航空方面隊

司令官，陸

上幕僚長

国家公務員退職手当法 12

条 1 項

退職手当支給制限処分 4 棄却諮問妥当 4

防衛大

臣

防衛局長，

駐屯地業務

隊長

児童手当法 7条 1項等 児童手当支給事由消滅処分 2 棄却諮問妥当 2

防衛大

臣

防衛大臣 即応予備自衛官の任免，服

務，服装等に関する訓令

12 条

即応予備自衛官に対する免

職処分

1 棄却諮問不妥当（取消妥

当）1

防衛大

臣

陸上幕僚長 国家公務員退職手当法 13

条 2 項

退職手当支払差止処分 1 棄却諮問結論妥当（主張

の機会未付与不妥当）1

防衛大

臣

防衛大臣 国家公務員退職手当法 14

条 1 項

退職手当支給制限処分 1 棄却諮問妥当 1

特許庁

長官

特許庁長官 特許法 18 条の 2第 1項 特許法 18 条の 2に基づく

不適法な手続の却下処分

61 棄却諮問妥当 60

棄却諮問不妥当 1

特許庁

長官

特許庁長官 特許法 18 条 1 項等 特許法 18 条 1 項に基づく

手続の却下

6 棄却諮問妥当 6

特許庁

長官

特許庁長官 実用新案法 2条の 3 実用新案登録出願等却下処

分

3 棄却諮問妥当 3

特許庁

長官

特許庁長官 特許法 27 条 特許権の移転登 1 棄却諮問結論妥当（審査

庁の主張一部不妥当）1

特許庁

長官

特許庁長官 特許法 186 条 1 項 閲覧請求に対する開示決定 1 棄却諮問妥当 1

行政不服審査制度の現状と課題
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　審査庁別の件数としては，厚生労働大臣が 307 件と最も多く，特許庁長官

が 72 件，国土交通大臣が 38 件と続き，これら以外は多くて 10 数件にとど

まっている。また，厚生労働大臣については労働者災害補償保険法 29 条 1

項に基づく社会復帰促進事業に係る各種処分(10)があわせて 60 件，賃金の支

払の確保等に関する法律 7条に基づく未払い賃金の立替事業に係る各種処

分(11)があわせて 52 件，戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法に基づく

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求却下処分が 50 件，原子爆弾被爆者

に対する援護に関する法律に基づく各種処分(12)があわせて 35 件，特許庁長

官については特許法 18 条の 2に基づく不適法な手続の却下処分が 61 件な

ど，特定の処分について案件が集中していることが確認できる。

　┴答申の結論Бの欄は答申の結論を類型化して整理したものである。国の

行政不服審査会の答申は，А審査庁の諮問に係る判断Бを受けてこれが妥当

であるか否かを判断するという形式が取られている。多くの場合はА本件審

査請求は理由がないから棄却すべきであるБとのА諮問に係る判断Бを受

け，これに対してその判断が妥当であるか否か，例えば，А本件審査請求は

棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は妥当であるБといった形で

結論が提示されている。ここでは，こうした結論を端的に表示するため，例

えば，棄却すべきであるとの諮問に係る判断に対して妥当であるとの結論を

示した場合にはА棄却諮問妥当Б，諮問に係る当該判断が妥当ではないとの

(10) 具体的には，アフターケアに係る健康管理手帳の不交付決定（26 件），アフタ
ーケアに係る通院費の不交付決定（6件），義肢等補装具費支給に係る購入
（等）費用支給の不承認決定（4件），労災はり・きゅう施術特別援護措置の不
承認決定（1件），労災就学（等）援護費不支給決定（23 件）である。

(11) 具体的には，未払賃金額等の確認申請に対する確認処分（14 件），未払賃金額
等の確認申請に対する不確認処分（20 件），事業主についての不認定処分（17
件），未払賃金額等の確認取消処分及び返還命令（1件）である。

(12) 具体的には，被爆者健康手帳の交付申請却下処分（19 件），医療特別手当の失
権処分（15 件），健康管理手当の不認定処分（1件）である。
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結論を示した場合にはА棄却諮問不妥当Б，その中で特に処分が取り消され

るべきことまで言及しているものはА棄却諮問不妥当（取消妥当）Бなどとい

った形で整理している。これらの詳細については，後の箇所で類型化して検

討を加える。

2. 2. 事案の処理に要した期間

　処理の便宜上，審査請求から行政不服審査会への諮問までに要した日数の

算定は，上記А行政不服審査裁決・答申データベースБにおいて個々の答申

ごとに表示されているА諮問日(13)БからА不服申立日Бを差し引いて得ら

れた数値によっている。ただし，А諮問日БまたはА不服申立日Бについて

誤記ないし誤入力ではないかと疑われるもの（令和 2年度答申第 61 号，64 号，

同 86 号，同 87 号，同 91 号，令和 3年度答申第 36 号，同 76 号の 7件）は算定から

除外している。除外した 7件を除いた計 496 件中，最も短いものが 56 日

（生活行動指針の設定に係る平成 30 年度答申第 89 号），最も長いものが 1,996 日

（医療特別手当の失権処分に係る令和 4年度答申第 67 号），平均値 408.3 日，中央

値 323.5 日，平均よりも短いものが 327 件，長いものが 169 件となってい

る。

　なお，同様に，答申の日付からА諮問日Бを差し引いて計算した結果，全

503 件中，諮問から答申までは，平均値 43.1 日，中央値 34 日，平均よりも

短いものが 333 件，長いものが 170 件，最短は 3日（戦没者等の遺族に対する

特別弔慰金請求却下処分に係る令和元年答申第 95 号），最長は 277 日（産業廃棄物

収集運搬業許可取消処分に係る平成 29 年度答申第 44 号），である。同じく，答申

の日付からА不服申立日Бを差し引いて計算した結果，上記の誤記ないし誤

入力と疑われる 7件を除外した 496 件中，審査請求から答申までは，平均値

(13) データベースでは，ある時期まではА諮問日Бとは別にА諮問受付日Бの欄が
設けられており，両者に差異がある事例もわずかながら見られていたが，現在
ではА諮問受付日Бの欄はなくなり，А諮問日Бに統一されている。
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451.6 日，中央値 369 日，平均よりも短いものが 323 件，長いものが 173

件，最短は 102 日（労働者災害補償保険法 31 条 1 項に基づく費用徴収決に係る令

和 2年度答申第 66 号），最長は 2,017 日（上記令和 4年度答申第 67 号）となって

いる。

　こうした数値のみから，法目的として掲げられているА迅速な手続Бであ

ることが実現されているか否か評価することは容易ではない。もっとも，筆

者が同じ手法により令和元年 7月の時点で 172 件の答申をもとに算定した結

果では(14)，審査請求から諮問までに要した日数の平均値は 324 日，中央値

は 280 日であり，少なくとも当時よりは平均値，中央値ともに長期化してい

るということはできる。なお，同様に，諮問から答申まではそれぞれ 61 日，

50 日であり，こちらはいずれも短縮しているということができる。

　また，管見の限り，医療特別手当の失権処分に係る平成 30 年答申第 66 号

以降，審査請求手続における遅延に関する付言，付言的言及ないし指摘が行

われるようになっているようであるが(15)，これらが付されている答申は全

答申 503 件中 170 件にのぼる（上記のとおり期間の算定から除外した 7件の答申

についてもその全てにこうした付言等が付されている）。付言等が付された答申の

うち，諮問までの期間が最も短いもの（上記の算出方法で 189 日）は，審理員

意見書提出から諮問まで 2か月以上の期間を要している旨指摘されている特

許出願却下処分に係る令和 4年度答申第 24 号であるが，一定の日数を経過

した場合に機械的に付言等が付されているわけではなく，案件の性質に応じ

て付言等を付すか否か判断されているようである。いずれにしても，全体の

3割以上についてこのような付言等が付されていることは，審査請求から諮

(14) 前掲А運用上の課題と展望Б3 頁，20 頁参照。
(15) 多くは全体としての諮問の遅れであるが，審理員の指名，審理員意見書の提

出，提出を受けてからの諮問の遅れなど，特定の段階のみを指摘するものなど
も見られる。なお，平成 30 年度答申第 66 号以前にも，申請から原処分までの
期間についての付言は見られた。
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問までの手続全体またはこれを構成するいずれかの特定の手続がА迅速なБ

審理手続の実現にあたっての阻害要因となっていることを示すものと考える

べきであり，何らかの改善が必要であるということができるだろう(16)。

3. 行政不服審査制度の運用状況についての諸問題と若干の検討

3. 1. 審査請求の適法性（審査請求の要件）

（1）審査請求期間

①審査請求期間の教示

　行審法 82 条はА不服申立てをすべき行政庁等の教示Бを義務付けており，

その一つにА不服申立てをすることができる期間Бが規定されている。この

点について，実際に審査請求期制限違反には至っていないものの，付言にお

いて教示の不正確性を指摘する例が散見されている。例えば，特許法 18 条

の 2に基づく不適法な手続の却下処分に係る令和 4年度答申第 2号では，処

分通知書においてその起算日がАこの処分の送達を受けた日Бの翌日の翌日

と記載されている点について，А不服申立ての機会を遺漏なく保障する観点Б

から行審法 18 条 1 項の規定に即して正しく記載して教示することが求めら

れるとしている。同様の指摘は，退職手当支給制限処分に係る令和 4年度答

申第 34 号や，退職手当支払差止処分に係る令和 4年度答申第 78 号，道路法

47 条の 14 第 1 項に基づく措置命令に係る令和 4年度答申第 60 号などでも

(16) 改正行政不服審査法の施行後 5年を経た時点での施行状況の検討のために開催
されたА行政不服審査法の改善に向けた検討会Б（総務省HPА行政不服審査
法の改善に向けた検討会Б（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu
/gyoseifufuku/index.html）に開催状況や最終報告等の資料が掲載されてい
る。また，論究ジュリスト 38 号（2022 年）においてА行政不服審査制度の見
直しБとして本検討会を受けた特集が組まれている。）での検討に基づき，各
審理手続の処理の促進について，現状の評価を踏まえた見直しのための具体的
な措置が提言されている（А行政不服審査法の改善に向けた検討会　最終報告
（本体）Б20 頁以下）。筆者も同検討会の構成員として関与しており，ここでの
提言に基づき改善が図られることを期待しつつ，引き続き状況を注視していき
たい。
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なされている。なお，教示については，教示の懈怠（書面による教示がなさ

れていないことについての特定労働者派遣事業の廃止命令に係る平成 29 年

度答申第 22 号等），教示の誤り（不服申立てをすべき行政の誤りについての児童

手当認定処分に係る令和元年度答申第 12 号等）それぞれについて付言で言及の

ある例が数件ずつ見られる。

②А正当な理由があるときБの肯定例

　行審法は 18 条 1 項および 2項でそれぞれ主観的審査請求期間，客観的審

査請求期間を規定するとともに，いずれの場合についてもただし書でА正当

な理由があるときБの例外を認めているが，このА正当な理由があるときБ

についての一般論を提示した答申は見受けられない。

　退職金減額認定処分に係る令和 2年答申第 43 号では，認定処分から約 2

年 7か月後に行われた審査請求について，А退職金減額に係る現行の制度で

は，処分庁によって共済契約者に対し，退職金減額認定処分が行われたこと

について，直ちに被共済者に知らせる仕組みとはなっていないことに起因す

るБもので審査庁が行審法 18 条 2 項ただし書所定のА正当な理由Бがある

と認めたことについて，А退職金減額認定処分は，被共済者の退職金の減額

の有無に係る処分であり，被共済者は処分の結果について密接な利害関係を

有しているから，退職金減額認定処分について速やかに被共済者にも通知さ

れるよう，処分庁において適切な仕組みを検討することが望まれるБとの付

言的言及がされている。また，対象障害者の雇入れに関する計画の作成命令

に係る令和 3年答申第 31 号では，処分から 5か月弱後に行われた審査請求

が適法であることが前提とされている。その上で，本答申では，審査請求事

件の手続の迅速化を図る必要性についての指摘の中で，審査請求の受付から

審理員の諮問までに約 1か月半を要したことについて，本件審査請求は審査

請求期間を徒過してされたものであっていわゆるコロナ禍の中で行審法 18

条 1 項ただし書所定のА正当な理由Бがあるかどうか判断する必要があった
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ことをもって特段の事情があったものとしてこれを許容している。

③処分の無効の主張と審査請求期間制限

　審査請求人の主張との関係で，処分の無効の主張と審査請求期間制限との

関係についての興味深い例が見られる。令和 4年度答申第 82 号は，河川法

34 条 1 項に基づく河川区域内の土地の占用に係る審査請求人の申請に係る

占用許可等の 3つの処分について審査請求が行われた事案である。このう

ち，平成 19 年権利譲渡承認処分および平成 30 年許可処分に係る審査請求に

ついて，А審査請求期間を明らかに徒過しており，審査請求をすることはで

きないБとしている。本件では，審査請求人がこれらの処分は無効であって

審査請求期間の制限を受けないと主張しているところ，А審査請求手続によ

って不服申立てをするのであれば，審査請求期間内にしなければならないБ

としてこの主張を退けている点が注目される。なお，本件では，А審査請求

期間が徒過している処分に係る審査請求について却下ではなく棄却するとす

る審査庁の判断は妥当ではないБとされている。

（2）不服申立て資格

①一般論

　行審法 2条にいうА行政庁の処分に不服がある者Бとは，最三小判昭和

53 年 3 月 14 日民集 32 巻 2 号 211 頁（主婦連ジュース事件）により示された

А当該処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害され，又

は必然的に侵害されるおそれのある者Бであり，その具体的範囲は行訴法 9

条の規定する処分の取消訴訟の原告適格を有する者と同一であると解されて

いる(17)。この点が問題となった答申は下記の 4件であり，いずれも上記の

(17) 一般社団法人行政管理研究センター編㈶逐条解説行政不服審査法〔新政省令対
応版〕㈵（ぎょうせい，2016 年）20 頁以下，小早川光郎・高橋滋編著㈶条解行
政不服審査法［第 2版］㈵（弘文堂，2020 年）20 頁以下〔高橋滋執筆〕，宇賀克
也㈶行政不服審査法の逐条解説［第 2版］㈵（有斐閣，2017 年）17 頁等。
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一般的な解釈を前提としている。

②労働者に対する業務災害支給決定についての事業主の不服申立て資格

　平成 29 年度答申第 27号(18)は労働保険の保険料の徴収等に関する法律 19

条 4 項に基づく労働保険料認定決定について，平成 30 年度答申第 83 号は同

法 20 条 1 項に基づく改訂確定保険料の決定について，いずれもそれそれぞ

れの処分の前提となっている労働者についての業務災害支給決定が違法であ

ると主張して事業主が審査請求をした事案である。いずれの答申も，保険料

の決定に対する審査請求手続で業務災害支給決定の違法を主張することはで

きないとの結論に至っているが(19)，その判断の前提として，労働保険の保

険料の徴収等に関する法律等の仕組みに照らして，А事業主は，業務災害等

支給決定の法的効果により労働保険料が増額するという直接具体的な不利益

を被るおそれがあるБ一方でА業務災害等支給決定がその違法を理由に取り

消されれば，保険料認定決定は効力を失い，業務災害等支給決定の額は，当

該事業主の次々年度以降の労働保険料の算定の基礎とはならず，これによる

労働保険料の増額を免れることになるБとして，上記の判断枠組みに照らし

て不服申立て資格を肯定している。

③不服申立て資格の検討を欠いたままの棄却を妥当とするとの諮問の問題

　令和 2年度答申第 20 号は，立替払事業に係る賃金の支払の確保等に関す

る法律 7条および同法施行令 2条 1項 4号に基づくX1による立替払いの事

由に該当する旨の認定の申請に対する不認定処分について，X1およびX2

(18) 本答申について，大田直史А業務災害等支給決定と労働保険料認定決定におけ
る違法性の承継┡平成 29 年度答申第 27 号Б論究ジュリスト 32 号（2020 年）
114 頁参照。

(19) 問題の所在，裁判例や平成 29 年度答申第 27 号の検討，厚生労働省による解釈
運用とその変更，文献紹介も含め，この問題についての最新の分析として，太
田匡彦А労災保険給付支給処分取消訴訟における事業主の原告適格Ё東京高裁
令和 4年 11 月 29 日判決（令和 4年（行コ）第 130 号）についてБジュリスト
1585 号（2023 年）90 頁以下参照。
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が審査請求をした事案である。このうちX2について，X2に対する不認定

処分は存在せず，審査請求に係る処分の特定が不明確にしたまま審理手続を

行うもので妥当ではないとした上で，審査請求に係る処分がX1に対する不

認定処分だとすると処分の名宛人ではないX2の不服申立て資格が問題にな

るところ，この点について上記の一般論に即した検討がなされてないとし

て，А不服申立て資格の有無についての検討を欠いたまま審査請求は棄却す

べきである旨の結論に至っている審査庁の諮問に係る判断は，妥当とはいえ

ないБとしている。

　上述の河川法 34 条 1 項に基づく河川区域内の土地の占用に係る審査請求

人の申請に係る占用許可等の 3つの処分に係る令和 4年度答申第 82 号は，3

つの処分のうち審査請求期間内にされたことが認められる令和 2年許可処分

について，審査請求人からの申請があり，申請通りに許可が行われているも

のであって，А審査庁は，審査請求人らの不服申立て資格について調査検討

し明確に説明すべきであるのにそれをしないまま本件審査請求を棄却するべ

きであると判断しており，この点において妥当ではないБと結論付けてい

る。

（3）不服申立ての利益

　不服申立て資格について行訴法 9条 1項にいうА法律上の利益Бを有する

者と同義と解するのであれば，（狭義の）訴えの利益に相当する（狭義の）不

服申立ての利益が認められることについても審査請求の適法要件と位置付け

られるべきであろう。しかしながら，筆者自身が執筆したものも含め，これ

まで，行審法の逐条解説等では，この点についての説明が必ずしも明確では

なかったように思われる(20)。

(20) 旧法下での逐条解説では，却下裁決についてのАその他不適法であるときБの
一例としてА審査請求の目的が消滅した場合Бが挙げられるにとどまっていた
（田中真次・加藤泰守㈶行政不服審査法解説［第 3版〔改訂版〕］㈵（日本評論
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　この点，再生可能エネルギー発電設備を用いた発電の認定取消処分に係る

平成 29 年度答申第 31 号は，А行政不服審査法が定める行政庁の処分につい

ての審査請求は，当該処分によって違法又は不当に自己の権利又は法律上保

護されている利益を侵害された者が，当該処分の全部又は一部の取消しとい

う方法によって当該法益を回復しようとするものであるから，上記の方法に

よってこのような侵害された法益が回復される可能性がなくなった場合に

は，審査請求としては不服申立ての利益は消滅するものというべきである。Б

との一般論を提示している。その後の答申でこの一般論自体を繰り返すもの

は見当たらないようであるが，不服申立ての利益の有無について検討を加え

る答申は一定数存在し，件数が多いものとしては，その場で完了する処分で

はあるものの，処分庁が定めた特殊車両の通行許可の取消しの基準に照らし

て違反の常習性を判断するに当たり考慮されることが十分見込まれることを

理由に審査請求の利益を肯定したもの（道路法 47 条の 4第 1項に基づく措置命

令に係る平成 30 年度答申第 18 号等 10 数件），典型的なものとしては，処分庁に

より職権で取り消された処分について，その処分時に遡って消滅していると

して当該処分の取り消しを求める部分は不適法として却下すべきとしたもの

（労働保険料の認定決定に係る令和 4年度答申第 57 号）などが見られる。

社，1977 年）189 頁，南博方・小高剛㈶全訂注釈行政不服審査法㈵（第一法規
出版株式会社，1988 年）257 頁）。現行法についての一般的な逐条解説でも，
この説明を踏襲することが多く（行政管理研究センター編・前掲書 254 頁，小
早川・高橋編著・前掲書 236 頁〔大江執筆〕），А審査請求の利益がない場合Б
と一般的に示していてもその意義について詳細は示されてはいなかった（室井
力ほか編著㈶コンメンタール行政法Ⅰ　行政手続法・行政不服審査法〔第 3
版〕㈵（日本評論社，2018 年）488 頁〔湊二郎執筆〕）。なお，旧法についての説
明であるが，不服申立ての利益の事後的消滅の問題があることの指摘として，
小早川光郎㈶行政法講義　下Ⅰ㈵（弘文堂，2002 年）83 頁参照。
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3. 2. 審理手続

（1）口頭意見陳述

　行審法は審査請求人の口頭意見陳述権を保障しており（行審法 31 条参照），

平成 26 年改正によりこの点が強化された(21)。

　審査請求人の申立てにより口頭意見陳述が実施された職業訓練受講給付金

不支給決定に係る令和 4年度答申第 64 号では，審査請求人よりА口頭意見

陳述の時に資料の提供を受けていなかったため十分な反論ができなかったの

で手続に違法があり，かかる資料をもとに事実認定したのは違法であるБと

の趣旨の主張がされている。同答申では，А審査請求人は反論書及び主張書

面等を提出することができ（行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）30 条 1 項

及び同法 76 条），さらに審査請求人の申立てにより口頭で意見を述べる機会

が与えられたものであって（同法 31 条 1 項），口頭意見陳述の手続に違法は

なく，処分庁が提出した資料を審理員が審理の資料としたことに違法はな

いБとしている。

　本答申は，口頭意見陳述を単体として捉えるのではなく，審理員による審

理手続全体で審査請求人に対する手続保障がされているか否かに注目してい

る点では妥当な判断であると考えられる。もっとも，本答申が審査会への主

張書面等の提出に係る行審法 76 条に言及している点に着目すれば，審理員

による審理手続だけでなく，審査会への諮問手続も含めた裁決に至る手続全

体での手続保障のあり方を問題にしているように読むこともできる。仮にこ

のように考えるとすれば，あくまで審理員段階での手続保障を問題とする理

由の差替えと手続保障に係る以下の答申との整合性に疑問が残るところであ

る。

(21) その概要について，大江裕幸А不服申立人の権利Б高木光・宇賀克也編㈶行政
法の争点㈵（有斐閣，2014 年）105 頁参照。
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（2）職権探知・理由の差替えと手続保障（手続の公正性）

①審理員による争点外事項の指摘

　道路法 47 条の 4第 1項に基づく措置命令に係る令和元年答申第 26 号で

は，А審理員は，その意見書において，仮に本件許可証が本件取締現場にお

いて提示された場合についても記述しているが，弁明書においても特段の指

摘がなく，審理手続において明確に争点とされていなかった点について，本

来，新たに指摘する必要はなく，公正な審理（行政不服審査法 28 条）の実現

という観点からみて問題があるといわざるを得ないБとされている。もっと

も，本答申では，結論としては諮問に係る審査庁の判断は妥当であるとされ

ており，この点は指摘にとどめられている。

②審理員段階での処分理由の差替えと主張の機会の付与

　中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金交付決定取消処分に係る令和元

年度答申第 20 号は，審査庁が処分庁とは別の理由を主張して原処分に違法

性はないと主張している点について，当該別の理由はА処分庁が本件交付決

定取消処分をするときに全く考慮していなかったものであり，しかも，審査

庁における審理員による審理手続でも全く争点とされていなかったものであ

るにもかかわらず，審理員は，その意見書において初めて，上記の別の理由

を持ち出して取消理由の差し替えを行い，本件交付決定取消処分に違法性は

ないとの判断を示し，審査庁も，この判断を妥当としているが，このような

審理及び判断は，А公正な手続Бの下で（行政不服審査法（平成 26 年法律第 68

号）1条 1項）А公正な審理Б（同法 28 条）を実現したものということはできな

いБとしている。本答申は，結論として諮問に係る審査庁の判断は妥当とは

いえないとしているものの，この点に加えて当該別の理由がА補助金等適正

化法 17 条 1 項に規定する取消事由のどれに具体的に該当するかを明らかに

しておらず，したがって，その理由で本件交付決定の取消しができるかにつ

いての法的検討を尽くしていないといわざるを得ないБという点（法的検討
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不尽）も指摘しており，審理員段階での理由の差替えに際しての主張の機会

の付与の欠如のみをもってこの結論に至ったものかどうか判然としない。

　退職手当支払差止処分に係る令和 4年度答申第 78 号は，А審査庁（審理員）

は，退職手当法 13 条 1 項 1 号によると判断して本件支払差止処分は妥当と

するが（…），本件支払差止処分時の根拠条項（同条 2項 1号）ではなく，処

分庁が弁明書で差し替えた同条 1項 2号でも同条 2項 2号でもない条項を根

拠にしているにもかかわらず，審査請求人に改めて反論する機会を与えてい

ないБ点について，А審査庁（審理員）は，処分の根拠条項を自ら変更して審

査請求を判断するに当たって，不意打ちとならないよう審査請求人に改めて

反論の機会を与えるべきであったと言わざるを得ない。そして，それをする

ことなく，審査庁が本件諮問に至ったのは妥当とはいえない。Бとしている。

答申の結論としては，А本件審査請求は理由がないから棄却すべきであると

の審査庁の諮問に係る判断は，結論において妥当である。Бとしつつ，続け

て，Аただし，審査庁が，処分庁の主張と異なる条項に基づき本件支払差止

処分がされたものと判断しながら，審査請求人に改めて主張の機会を与える

ことなく諮問に至ったのは妥当とはいえない。Бとしている。

③若干の検討

　従前，訴訟の場合とは異なり行政不服審査においては職権探知が認められ

ること，処分庁の職権による理由の差替えが一般論としては認められるこ

と，とはいえ，理由の差替えを行う場合には相手方に主張の機会を与えるべ

きであることが指摘されてきた(22)。ここで取り上げたいずれの答申も，こ

(22) (ここで取り上げた令和元年度答申第 20 号および 26 号ヘの言及も含めて）中
原茂樹А行政不服審査手続過程に関する一考察Б大貫裕之ほか編（稲葉馨先
生・亘理格先生古稀記念）㈶行政法理論の基層と先端㈵（信山社，2022 年）383
頁以下，（そこで旧版が引用されている）大江裕幸А行政上の不服申立てと職
権探知Б斎藤誠・山本隆司編㈶行政判例百選Ⅱ［第 8版］㈵（有斐閣，2022 年）
276 頁以下参照。
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の考え方を前提にしているものと考えられる。その上で，これらの答申から

は，審査請求人に対する主張の機会の付与を欠く審理員段階での理由の差替

えについて，どの程度の非難，制裁を加えるべきかについての悩みが看取さ

れるように思われる。抽象的にいえば手続の公正性が害されている程度を勘

案して事案ごとに判断せざるを得ないであろうが，一定の場合には，付言や

指摘にとどめずに，実体面での問題はないとした上で，手続上の問題につい

てあえて結論部分で妥当でない旨を宣言する令和 4年度答申第 78 号が示し

た手法を活用することが有用であると考えられる。

（3）諮問説明書と審理員意見書の理由の差異（審理員意見書と審査庁の判断

の乖離）

　不当景品類及び不当表示防止法 7条 1項に基づく措置命令に係る令和 3年

度答申第 72号(23)では，審査庁による諮問説明書と審理員意見書の理由の差

異が付言において問題とされている（同じく措置命令に係る同 74 号も同旨）。す

なわち，А諮問に当たっての審査庁の判断が，審理員の意見と異なること自

体は，関係規定に照らし，想定されているものではあるということができる

（行政不服審査法 50 条 1 項 4 号括弧書き参照）Бとしつつ，А審理員は，原処分に

関与していない者であり，審理に関する権限を行使して，公正に審理を行う

ことが求められているから，その審理の結果が審査庁の裁決に適正に反映さ

れるべきものとして審理員意見書の作成を求めるというのが行政不服審査制

度の枠組みであБって，Аこのような構造に照らせば，審理終結時と諮問時

で事情に変化があったことがうかがわれるわけでもないのに，諮問に係る審

査庁の判断が審理員の意見の内容から無限定に乖離するようなことが許容さ

れるとは考えられず，諮問に当たっては，審理員の意見を踏まえることが求

(23) ここでの論点を扱うものではないが，審査請求人の代理人による本答申の批判
的検討として，阿部泰隆А不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）の解
釈運用に関する若干の疑問Б自治研究 98 巻 12 号（2022 年）3頁以下がある。

(110)
87Ё2Ё24



められるといえる。そして，仮に異なる判断をしようとするのであれば，審

査庁は，その理由を十分に説明する必要がある。Бと指摘する。その上で，

А本件の諮問説明書は，上記のようにА理由については，審理員意見書にお

ける理由とは異なる部分があるБと明記しているにもかかわらず，なぜ審理

員の採用した判断過程をそのまま採用することができず，異なる判断過程に

よる必要があるのかを具体的に説明しているとはいえない。このような諮問

説明書の記載は，上記のような行政不服審査制度の構造に整合しないのみな

らず，当審査会における迅速で効率的な調査審議という観点からも望ましい

とはいえないから，改善が望まれる。Бとする。

　本答申は，行政不服審査の手続過程における処分庁，審査庁，審理員，審

査会といった行政機関側の各主体相互の関係を考察するにあたっての重要な

素材であると考えられる(24)。ここでは紹介にとどめ，後の箇所で審査請求

の手続構造を再検討する際に改めて取り上げることとしたい。

3. 3. 行政裁量の取扱い（不当性審査）

　審査請求においては，処分の違法性のみならず不当性についても審査する

ことができることが，訴訟と比較した場合のメリットの一つとして挙げられ

てきた。学説においては，А不当Б概念の探求が試みられていたものの(25)，

確立した見解があるとは言い難い状況が続いている。

　裁量が認められる処分類型は多岐にわたるが，多くの処分類型は答申とし

て現れた件数が数件程度にとどまっている。そのような中で，件数が特に多

(24) この問題についての考察として，中原・前掲論文 374 頁以下参照。上記答申
は，同 375 頁以下のА審理員意見書と審査庁の諮問との関係Бで示された考え
方と基本的には一致するように考えられる。

(25) 稲葉馨А行政法上のА不当Б概念に関する覚書きБ行政法研究 3号（2013 年）
7頁以下，平裕介А行政不服審査法活用のためのА不当Б性の基準Б公法研究
78 号（2016 年）239 頁以下など。改正後の公表裁決の分析を踏まえた検討と
して，平裕介А行政不服審査法における不当裁決の類型と不当性審査基準Б行
政法研究 28 号（2019 年）167 頁以下がある。
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い処分類型として，道路法 47 条の 4（14）第 1項に基づく措置命令(26)と国

家公務員退職手当法 12 条 1 項に基づく退職手当支給制限処分がある，これ

らを素材に国の審査会答申における不当性審査の状況に若干の検討を加える

こととしたい。

（1）道路法に基づく措置命令

　18 件の答申全てが第 3部会に係属し，平成 30 年度答申第 18 号以来，若

干の表現の違いは見られるものの基本的には一貫した判断枠組みが用いられ

ている。18 件の答申のうち，棄却妥当との審査庁の諮問に係る判断を妥当

ではないとした答申は令和 2年度答申第 83 号のみであるが，Аその処分の前

提となる事実の基礎を欠くなど，裁量権の濫用やその範囲を逸脱したもので

あった場合は違法となり，裁量権の行使が不適切である場合は不当となるБ

との枠組を提示した上で，審査請求人の申出による特車ゴールド許可証の保

有の確認を行わずに本件処分（インターチェンジから流出することを命ずる措置

命令）を行ったことはА不適切な処理Бであり，А取締りに当たってはでき

る限り即時に判断することが望ましく処分庁にその判断の裁量があるとはい

ってもБ一定の場合には当該許可証を保有しているかを確認すべきであり，

Аこのような確認を行わなかった本件処分は，措置命令に当たり裁量権の行

使を誤った不当なものであったБと結論付けている。違法とは区別された不

当を理由に審査庁の諮問に係る判断を妥当ではないとした点で注目され

る(27)。なお，管見の限り，他の類型の処分も含め，不当のみを理由に審査

庁の諮問に係る判断を妥当ではないとした答申はこの一例に限られる。

(26) 令和 2年法律第 31 号による道路法の改正（施行は令和 4年 4月 1日）により，
従来の 47 条の 4の規定が 47 条の 14 に繰り下げられるとともに，1項の要件
について若干の改正が加えられた。

(27) 本答申について，中原・前掲論文 385 頁以下参照。
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（2）退職手当支給制限処分

　国家公務員退職手当法 12 条 1 項に基づく退職手当支給制限処分に係る答

申は合計 11 件であり，このうち棄却妥当との審査庁の諮問に係る判断を妥

当ではないとした答申は 2件である。平成 30 年度答申第 84 号は，全部不支

給処分はА非違行為（…）の内容及びその責任の大きさを十分に考慮に入れ

たとしても，これらと本件処分によって没却されることとなる長年の功績及

び生活保障面の期待との間に均衡を欠いているといわざるを得ないБとして

А少なくとも不当なものとして取り消されるべきであБるとしている。先述

の令和 4年度答申第 34 号は，А審査請求人が明示的に争っている…点につい

て，必要な調査・検討を行わないまま，本件諮問に至ったと言わざるを得

ず，現時点では，本件各非違行為に至った経緯について，処分の量定に当た

り考慮すべき事由の有無を判断することは困難であるБとし，処分が違法ま

たは不当であるか否か判断せずにА本件審査請求は理由がないから棄却すべ

きであるとの諮問に係る審査庁の判断は，現時点では，必要な調査・確認が

行われていないことから，妥当であるとはいえないБとしている。前者につ

いて，А少なくとも不当Бという表現からすると，違法であるか否かまで立

ち入らずに処分を取り消すべきであると判断した点で注目される。

　なお，同処分は，同法 11 条 2 号所定のА退職手当管理機関Бが行うこと

となっているため審査庁が各省大臣等に分かれており，そのためか案件ごと

に係属する部会も分かれている。令和 3年度以降の近時の答申では，部会毎

に判断枠組みが異なるという傾向が看取される。第 3部会では，令和 3年度

答申第 7号以来，А処分が，重要な事実の基礎を欠くか，又は社会観念上著

しく妥当性を欠くものと認められる場合は，裁量権の範囲を逸脱し又はこれ

を濫用したものとして違法となり，裁量権の行使が不適切である場合は不当

となるБとの判断枠組みを一貫して用いている（令和 3年度答申第 30 号，上記

令和 4年度答申第 34 号）。第 1部会では判断枠組みを特段示さずに，勘案すべ
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き各事情を検討した上で，それらの事情に照らしてА本件支給制限処分が裁

量権を逸脱した違法又は不当なものであるとは認められないБ（令和 3年度答

申第 60 号），А本件支給制限処分が裁量権を逸脱・濫用した違法又は不当なも

のであるとは認められないБ（令和 4年度答申第 48 号）としている。第 2部会

については 1例にとどまるものの，А処分庁が社会通念上著しく妥当性を欠

いて裁量権の範囲を逸脱し，又はこれを濫用したと認められる場合に限り，

違法となると解するのが相当であるБとの枠組を提示した上で，А退職手当

法運用指針を機械的に適用して全部不支給とする処分とした判断プロセスБ

の問題点を指摘しつつも，А本件において処分庁が個別事情を勘案し，検討

した上で全部不支給とする処分を行ったものと仮定してその適否を考える

と，全部不支給とする処分が裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したもの

とまで断じることはできないБとしている（令和 4年度答申第 69 号）。

（3）若干の検討

　以上の答申例の状況からすると，まず，少なくとも全ての部会を通じた統

一的な判断枠組みは確立していないということができる。その上で，第 3部

会では，上記の判断枠組みが道路法に基づく措置命令と退職手当支給制限処

分にわたって一般的な判断枠組みとしての地位を獲得しているように考えら

れる。同様の枠組は，不当景品類及び不当表示防止法 7条 1項に基づく措置

命令に係る令和 3年度答申第 72 号などの他の処分類型でも見られる。この

ように違法と不当を区別した判断枠組みが提示されることは，両者の区別の

明確化という観点からすると望ましい傾向であるということができる。もっ

とも，個別の具体的な判断において，違法と不当との区別を徹底するよう求

めることには若干の躊躇を覚える。答申を受けた審査庁の対応に影響が生じ

る可能性を見極める必要があるだろうが，А少なくとも不当Бであるとの判

断ができれば，その上でА違法Бとまで言い切るために調査審議に要する時

間を考慮すると，審査請求人の迅速な救済のためにはそれ以上の検討は必ず
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しも必要ではないとも考えられる。道路法に基づく措置命令に係る上記令和

2年度答申第 83 号は具体的な判断においてА不当Бであることを明示した

点で注目に値するものの，退職手当支給制限処分に係る上記平成 30 年度答

申第 84 号のように，А少なくとも不当Бという判断に至った時点で結論を提

示するという手法も否定できないように考えられる。

※本稿は，JSPS 科研費 20K01271（答申と裁決等の比較対照分析による新行政不

服審査法の運用実態の解明と問題点の解決）および 23K01074（行政過程における

案件処理の方法と妥当性の確保：行政相談制度等を中心に）の補助を受けた研究成

果の一部である。
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